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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第91期

中間連結会計期間
第92期

中間連結会計期間
第91期

会計期間
自 2023年４月１日
至 2023年９月30日

自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2023年４月１日
至 2024年３月31日

売上高 (百万円) 40,496 42,040 83,116

経常利益 (百万円) 6,534 7,262 13,417

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(百万円) 4,511 4,971 9,251

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 5,208 2,462 15,220

純資産額 (百万円) 75,650 85,959 84,737

総資産額 (百万円) 108,140 118,977 120,357

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 245.68 271.89 504.51

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 68.4 70.7 68.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,988 7,500 8,688

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,820 △2,197 △3,828

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,205 △1,353 △2,242

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 38,791 44,361 40,412
 

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２. 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

（1）財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、経済活動の正常化が進み、景気の緩やかな回復基調が見られる一

方で、海外景気の下振れリスクや物価上昇、地政学リスク、金融資本市場の変動の影響などにより、依然として

先行き不透明な状況が続いております。

当社グループの主力製品であるコンクリートパイル業界におきましては、官公需要は増加しましたが、民間需

要は減少したため、業界全体の出荷量は前年同期比で6％減少いたしました。

当中間連結会計期間の経営成績につきましては、売上高は420億40百万円（前年同期比3.8％増）、営業利益は

66億95百万円（同18.1％増）、経常利益は72億62百万円（同11.1％増）、親会社株主に帰属する中間純利益は49

億71百万円（同10.2％増）となりました。

 
　　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

　① コンクリート二次製品関連事業

コンクリート二次製品関連事業につきましては、主力のコンクリートパイル部門において前年同期に比べて

需要が減少し競争が激化する厳しい経営環境の中、販売強化及び施工効率の向上に努めました。その結果、当

部門の売上高は338億50百万円（前年同期比1.0％増）となり、営業利益は53億13百万円（同7.5％増）となり

ました。

 
　② 情報関連事業

情報関連事業につきましては、ソフトウエア関連の販売増加等により、売上高は38億42百万円（前年同期比

3.6％増）となり、営業利益は4億53百万円（同45.4％増）となりました。

 
　③ その他事業

その他事業につきましては、ホテル事業において、経済活動の正常化によりインバウンド需要が好調を維持

していること、また、環境衛生事業の収集運搬部門やリサイクル部門の売上が増加したことにより、売上高は

43億47百万円（前年同期比32.8％増）となり、営業利益は13億33百万円（同74.6％増）となりました。

 
当中間連結会計期間末における資産合計は1,189億77百万円となり、前連結会計年度末と比べ13億79百万円減

少いたしました。これは主に、投資有価証券の時価評価に伴い投資その他の資産が減少したことによるものであ

ります。

　負債合計は330億18百万円となり、前連結会計年度末と比べ26億1百万円減少いたしました。これは主に、流動

負債の仕入債務の減少によるものであります。

 純資産合計は859億59百万円となり、前連結会計年度末と比べ12億22百万円増加いたしました。これは主に、

利益剰余金の増加によるものであります。
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　　（2）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は443億61百万円となり、前連結会計年度末と比べ39億49

百万円の増加となりました。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、75億円（前年同期は39億88百万円）となり、前年同期と比べ35億12百

万円の増加となりました。これは売上債権の減少が主な内容であります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、△21億97百万円（前年同期は△18億20百万円）となりました。投資活

動による支出の主な内容は、有形固定資産の取得による支出19億97百万円であります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、△13億53百万円（前年同期は△12億5百万円）となりました。これは

配当金の支払による支出が主な内容であります。

 
　（3）経営方針・経営戦略等

　　　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について、重要な

　　変更はありません。

 
（4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　　当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

　び新たに生じた課題はありません。

　

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。
　
　　　　会社の支配に関する基本方針

 

　　 1.　基本方針の内容

当社取締役会は、上場会社として当社株式の自由な売買が認められている以上、当社取締役会の賛同を得ずに行われ

る、いわゆる「敵対的買収」であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれば、こ

れを一概に否定するものではありません。また、当社の支配権の移転を伴う買付提案に応じるか否かの判断も、最終的

には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えています。

 
しかしながら、株式の大量買付行為の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な

侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量

買付行為の内容等について検討するためあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するために必要かつ十分な時間や

情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との交渉を必要と

するもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なくありません。当社グループが建築資

材メーカーとして業界での確固たる地位を築き、当社グループが構築してきたコーポレートブランド・企業価値ひいて

は株主共同の利益を確保・向上させていくためには、企業価値の源泉である①高性能かつ安全な商品・工法を創造する

最先端の技術開発力、②お客様の高度なニーズにも対応するコンサルティング営業力と一気通貫の責任施工体制、③高

品質な商品を安定的に供給する全国的な製造販売体制が必要不可欠であり、これらが当社の株式の大量買付行為を行う

者により中長期的に確保され、向上させられるのでなければ、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益は毀損

されることになります。また、外部者である買収者からの大量買付行為の提案を受けた際には、前記事項のほか、当社

グループの有形無形の経営資源、将来を見据えた施策の潜在的効果その他当社グループの企業価値を構成する事項等、

さまざまな事項を適切に把握した上で、当該買付が当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益に及ぼす影響を判

断する必要があります。

　

当社としては、当社株式に対する大量買付行為が行われた際に、株主の皆様が当該大量買付に応じるべきか否かにつ

いて、必要十分な情報の提供と一定の評価期間が与えられた上で、熟慮に基づいて判断できるような体制を確保するこ

とが、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益に資するものと考えております。

　当社取締役会は、当社株式に対する大量買付行為が行われた際に、必要かつ十分な情報や時間を確保した上で、株主

の皆様に対し当社経営陣の計画や代替案等を提示すること、あるいは必要に応じ株主の皆様のために買収者と交渉を行

うこと等を可能とすることにより、当該大量買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が適切に判断することを可能と

するための枠組みが、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益に反する大量買付行為を抑止するために必要不

可欠であり、さらには、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう大量買付行為（(3)に定義され

EDINET提出書類

三谷セキサン株式会社(E01169)

半期報告書

 4/24



ます。）を行う者は、例外的に当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として適当でないと判断し、このよう

な者による大量買付行為に対しては、当社が必要かつ相当な対抗をすることにより、当社グループの企業価値ひいては

株主共同の利益を確保する必要があると考えております。

 
   　 2.　当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社の支配に関する基本方針の実現

　　　　　に資する特別な取組み

当社は、企業価値をさらに向上させるために、研究開発投資、人材育成投資を積極的に行い、当社の企業価値の源泉

である技術開発力、コンサルティング営業力、製造販売力の一層の強化を進めます。技術開発力の強化においては、顧

客ニーズと品質管理に対応した商品開発を行っており、既存事業領域に留まらない新分野への技術開発に取り組むと同

時に、環境保全に配慮した地球に優しく安全性の高い商品・工法の開発を推進し、豊かな国土開発に貢献できる企業を

目指します。また、全国を網羅する製造販売拠点においては、新鋭設備の導入による効率化をすすめ、高品質な商品を

低コストで供給するノウハウの洗練を図ると共に、ＩＴ技術を活用した生産管理システムの構築により迅速な供給体制

を整備いたします。

　このような企業活動により、これからも当社は、「開拓者精神」を持ったジオテクノロジーのトップブランドカンパ

ニーとして様々なソリューションを通じて社会に貢献し、当社の企業価値および株主共同の利益の向上を図ってまいり

ます。

当社のコーポレート・ガバナンスの考え方は、企業価値ひいては株主共同の利益の向上のために、社会の信頼を得ら

れる企業であり続けることです。その強化の一環として、これまでに以下の施策を行ってまいりました。

　当社は、2000年に業務執行責任の強化、明確化を図るため、執行役員制度を導入いたしました。2001年６月開催の定

時株主総会において、株主の皆様に対する経営陣の責任を明確化するために、当社の取締役の任期を２年から１年に短

縮しております。当社の取締役会は、独立社外取締役１名を含む取締役６名で構成され、経営の最高意思決定機関とし

て重要事項を決定しております。また、経営執行役会においても専門性に優れる執行役員が迅速に業務執行事項を決定

しております。業務執行にあたり監査役会は、社外監査役２名を含む監査役３名で構成されており、取締役とは職責を

異にする独立機関であることを認識し、十分な経営チェックを行える体制としております。

　さらに、当社は、内部監査部門としての内部監査室によるコンプライアンスやリスク管理の状況などの定期的な監

査、会計監査人による当社の内部統制システムの適正性・有効性についての監査および子会社に対する適切な管理を行

うなど、適切な企業統治体制を確立しております。

　当社は、今後とも、より一層のコーポレート・ガバナンスの強化・充実に取り組んで参ります。

 
 
   　 3.　会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定

　　　　　が支配されることを防止するための取組み

当社は、2024年５月14日開催の取締役会および2024年６月19日開催の当社第91回定時株主総会の決議に基づき、2021

年６月15日に更新した「当社株式の大量買付行為への対応策」（買収への対応方針）の内容を一部改定した上で、更新

いたしました（以下、更新後の買収への対応方針を「本プラン」といいます。）。

　本プランは、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、当社の株券等

の大量買付行為が行われる場合に、大量買付行為を行おうとする者（以下「大量買付者」といいます。）に対し、（i）

事前に当該大量買付行為に関する必要かつ十分な情報の提供を求め、（ii）当社が当該大量買付行為についての情報収

集・検討等を行う時間を確保した上で、（iii）株主の皆様に対し当社経営陣の計画や代替案等を提示すること、あるい

は大量買付者との交渉を行っていくための手続を定めています。かかる大量買付行為についての必要かつ十分な情報の

収集・検討等を行う時間を確保するため、大量買付者には、取締役会評価期間が経過し、かつ当社取締役会または株主

総会が対抗措置としての新株予約権無償割当てを実施するか否かについて決議を行うまで大量買付行為の開始をお待ち

いただくように要請するものです。

　

当社取締役会は、大量買付者が本プランに定められた手続を遵守したか否か、大量買付者が本プランに定められた手

続を遵守した場合であってもその大量買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうものとして対

抗措置としての新株予約権無償割当てを実施するか否か、および、対抗措置としての新株予約権無償割当てを実施する

か否かについて株主総会に諮るか否かの判断については、その客観性、公正性および合理性を担保するため、当社取締

役会は、当社取締役会から独立した組織として独立委員会を設置し、独立委員会に必ず諮問することとします。

本プランは、以下の①ないし③のいずれかに該当しまたはその可能性がある行為がなされ、またはなされようとする

場合（以下「大量買付行為」といいます。）を適用対象とします。
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① 当社が発行者である株券等に関する大量買付者の株券等保有割合が20％以上となる当該株券等の買付その他の取得

② 当社が発行者である株券等に関する大量買付者の株券等所有割合とその特別関係者の株券等所有割合との合計が20％

以上となる当該株券等の買付その他の取得

③ 当社が発行者である株券等に関する大量買付者が、当社の他の株主との間で当該他の株主（複数である場合を含みま

す。以下本③において同じとします。）が当該大量買付者の共同保有者に該当することとなる行為、または当該大量買

付者と当該他の株主との間にその一方が他方を実質的に支配しもしくはそれらの者が共同ないし協調して行動する関係

を樹立する行為 （但し、当社が発行者である株券等につき当該大量買付者と当該他の株主の株券等保有割合の合計が

20%以上となるような場合に限ります。）

 
大量買付行為を行う大量買付者には、当社取締役会が不要と判断した場合を除き、大量買付行為の実行に先立ち、本

プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言を含む書面（以下「意向表明書」といいます。）を当社に対して提出して

頂きます。当社は、意向表明書を受領した日から10営業日以内に、買付説明書（以下に定義されます。）の様式を大量

買付者に対して交付いたします。大量買付者は、当社が交付した書式に従い、当社株主の皆様の判断および当社取締役

会としての意見形成のために必要かつ十分な情報（以下「本必要情報」といいます。）等を記載した買付説明書を、当

社に提出していただきます。なお、意向表明書および買付説明書における使用言語は日本語に限ります。

次に、大量買付者より本必要情報の提供が十分になされたと認めた場合、当社取締役会は、60日間（対価を現金（円

貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付けの場合）または90日間（その他の大量買付行為の場合）の取締役

会評価期間を設定します。当社取締役会は、その判断の透明性を高めるため、大量買付行為の内容に対する当社取締役

会の意見、当社取締役会が代替案を作成した場合にはその概要、その他当社取締役会が適切と判断する事項について、

営業秘密等開示に不適切と当社取締役会が判断した情報を除き、情報開示を行います。

　独立委員会は、大量買付者および当社取締役会から提供された情報に基づき、必要に応じて、外部専門家等の助言を

得て大量買付行為の内容の評価・検討等を行い、取締役会評価期間内に対抗措置としての新株予約権無償割当てを実施

するか否かにつき株主総会に諮るべきである旨を当社取締役会に勧告します。独立委員会は、その判断の透明性を高め

るため、大量買付者から提供された本必要情報、大量買付行為の内容に対する当社取締役会の意見、当社取締役会から

提出された代替案の概要その他独立委員会が適切と判断する事項について、営業秘密等開示に不適切と独立委員会が判

断した情報を除き、取締役会を通じて情報開示を行います。

　当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、取締役会評価期間内に対抗措置としての新株予約権無

償割当ての実施もしくは不実施の決議または株主総会招集の決議その他必要な決議を遅滞なく行います。新株予約権無

償割当てを実施するか否かにつき株主総会において株主の皆様にお諮りする場合には、株主総会招集の決議の日より最

長60日以内に当社株主総会を開催することとします。

 
 
対抗措置としての新株予約権無償割当てを実施する場合には、新株予約権者は、当社取締役会が定めた１円以上の額

を払い込むことにより新株予約権を行使し、当社普通株式を取得することができるものとし、当該新株予約権には、大

量買付者等による権利行使が認められないという行使条件や当社が大量買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株

予約権を取得することができる旨の取得条項等を付すことがあるものとします。また、当社取締役会は、当社取締役会

または株主総会が新株予約権無償割当てを実施することを決定した後も、新株予約権無償割当ての実施が適切でないと

判断した場合には、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、新株予約権無償割当ての中止または変更を行うことがあ

ります。当社取締役会は、前述の決議を行った場合は、適時適切に情報開示をします。

　本プランの有効期間は、2024年６月19日開催の当社第91回定時株主総会の終結の時から３年以内に終了する事業年度

のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとします。また、取締役会は、本プランの有効期間中に独立委

員会の承認を得たうえで、本プランの内容を変更する場合があります。

　なお、本プランの詳細については、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.m-sekisan.co.jp/news/ir/）

に掲載する2024年５月14日付プレスリリースをご覧ください。

 
　　  4.　具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

2.に記載した当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実現に資する特別

な取組みは、2.に記載したとおり、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させるための具体的方策であ

り、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではなく、当社の基本方針に沿うものです。

　また、3.に記載した本プランも、3.に記載したとおり、企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させるために
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導入されたものであり、当社の役員の地位の維持を目的とするものではなく、当社の基本方針に沿うものです。特に、

本プランは、当社取締役会から独立した組織として独立委員会を設置し、新株予約権無償割当ての実施もしくは不実施

または株主総会招集の判断の際には取締役会はこれに必ず諮問することとなっていること、独立委員会は当社の費用で

独立した第三者である外部専門家等を利用することができるとされていること、本プランの有効期間は３年であり、そ

の更新については株主の皆様のご承認をいただくこととなっていること等その内容において公正性・客観性が担保され

る工夫がなされている点において、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の

維持を目的とするものではありません。

 
（5）研究開発活動　

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は2億38百万円であります。

　なお、当中間連結会計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2024年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 24,986,599 24,986,599
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は100株であり
ます。

計 24,986,599 24,986,599 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2024年４月１日～
2024年９月30日

― 24,986,599 ― 2,146 ― ―
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(5) 【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

一般財団法人三谷市民文化振興
財団

福井県福井市豊島１丁目３番１号 2,189 11.98

三谷商事株式会社 福井県福井市豊島１丁目３番１号 1,826 9.99

一般財団法人三谷進一育英会 福井県福井市豊島１丁目３番１号 1,425 7.80

ＵＢＥ三菱セメント株式会社 東京都千代田区内幸町２丁目１番１号 1,004 5.50

住友大阪セメント株式会社 東京都港区東新橋１丁目９番２号 999 5.47

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号 992 5.43

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED
STOCK FUND (PRINCIPAL ALL
SECTOR SUBPORTFOLIO)（常任代
理人　株式会社三菱UFJ銀行）

245 SUMMER STREET BOSTON, MA 02210 U.S.A
(東京都千代田区丸の内１丁目４番５号)

907 4.96

三谷宏治 福井県福井市 749 4.10

三谷滋子 福井県福井市 749 4.10

敦賀セメント株式会社 福井県敦賀市泉２号６番地１ 384 2.10

計 ― 11,226 61.43
 

（注）上記のほか当社所有の自己株式6,710,668株があります。

 
(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2024年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 (自己保有株式)
 普通株式 ― ―

6,710,600

完全議決権株式(その他)
 普通株式

182,610 ―
18,261,000

単元未満株式
 普通株式

― １単元（100株）未満の株式
14,999

発行済株式総数 24,986,599 ― ―

総株主の議決権 ― 182,610 ―
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② 【自己株式等】

2024年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
三谷セキサン株式会社

福井県福井市豊島１丁目
３番１号

6,710,600 ― 6,710,600 26.86

計 ― 6,710,600 ― 6,710,600 26.86
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2024年４月１日から2024年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 41,615 45,418

  受取手形、売掛金及び契約資産 ※1  21,168 18,340

  電子記録債権 ※1  4,616 3,800

  商品及び製品 3,379 3,836

  仕掛品 24 35

  原材料及び貯蔵品 1,041 1,037

  その他 394 664

  貸倒引当金 △2 △3

  流動資産合計 72,237 73,130

 固定資産   

  有形固定資産 15,615 16,740

   土地 6,416 6,452

   その他（純額） 9,198 10,287

  無形固定資産 907 865

  投資その他の資産 31,596 28,240

   投資有価証券 30,123 26,379

   その他 1,480 1,868

   貸倒引当金 △7 △6

  固定資産合計 48,119 45,846

 資産合計 120,357 118,977
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 8,386 8,193

  電子記録債務 8,392 7,296

  短期借入金 66 66

  未払法人税等 2,596 2,228

  工事損失引当金 13 21

  保証工事引当金 36 34

  災害復旧引当金 30 2

  その他 6,697 6,684

  流動負債合計 26,219 24,527

 固定負債   

  長期借入金 186 153

  役員退職慰労引当金 635 658

  退職給付に係る負債 1,193 1,219

  保証工事引当金 80 80

  その他 7,304 6,379

  固定負債合計 9,400 8,491

 負債合計 35,619 33,018

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,146 2,146

  資本剰余金 2,259 2,259

  利益剰余金 75,308 79,163

  自己株式 △11,606 △11,715

  株主資本合計 68,107 71,853

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 14,870 12,291

  その他の包括利益累計額合計 14,870 12,291

 非支配株主持分 1,759 1,814

 純資産合計 84,737 85,959

負債純資産合計 120,357 118,977
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

売上高 40,496 42,040

売上原価 31,624 32,177

売上総利益 8,872 9,862

販売費及び一般管理費 ※1  3,204 ※1  3,167

営業利益 5,667 6,695

営業外収益   

 受取配当金 372 494

 為替差益 361 ―

 その他 169 104

 営業外収益合計 903 599

営業外費用   

 売上割引 10 3

 操業休止費用 ― 7

 設備復旧費用 10 ―

 撤去費用 ― 8

 その他 16 12

 営業外費用合計 36 32

経常利益 6,534 7,262

特別利益   

 固定資産売却益 1 22

 補助金収入 2 ―

 特別利益合計 4 22

特別損失   

 固定資産除売却損 20 7

 その他 3 1

 特別損失合計 24 9

税金等調整前中間純利益 6,514 7,275

法人税、住民税及び事業税 1,814 2,232

法人税等調整額 143 △4

法人税等合計 1,957 2,228

中間純利益 4,556 5,047

非支配株主に帰属する中間純利益 45 76

親会社株主に帰属する中間純利益 4,511 4,971
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

中間純利益 4,556 5,047

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 652 △2,585

 その他の包括利益合計 652 △2,585

中間包括利益 5,208 2,462

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 5,162 2,391

 非支配株主に係る中間包括利益 46 70
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 6,514 7,275

 減価償却費 1,166 1,288

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 △0

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △12 23

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 33 25

 受取利息及び受取配当金 △442 △496

 支払利息 1 1

 為替差損益（△は益） △361 ―

 有形固定資産除売却損益（△は益） 19 △14

 売上債権の増減額（△は増加） 511 3,643

 棚卸資産の増減額（△は増加） △350 △463

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,235 △1,320

 その他 △145 △375

 小計 5,696 9,587

 利息及び配当金の受取額 442 496

 利息の支払額 △1 △1

 法人税等の支払額 △2,149 △2,581

 営業活動によるキャッシュ・フロー 3,988 7,500

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △1,651 △1,997

 有形固定資産の売却による収入 1 31

 投資有価証券の取得による支出 △3 △3

 その他 △166 △228

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,820 △2,197

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △33 △33

 リース債務の返済による支出 △102 △80

 自己株式の取得による支出 △220 △109

 配当金の支払額 △836 △1,116

 非支配株主への配当金の支払額 △12 △14

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,205 △1,353

現金及び現金同等物に係る換算差額 361 ―

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,323 3,949

現金及び現金同等物の期首残高 37,468 40,412

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1  38,791 ※1  44,361
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【注記事項】

(中間連結貸借対照表関係)

※1　中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

 　なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の前連結会計年度末日満期手形が、前連結会計

年度末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

受取手形 130百万円 ―百万円

電子記録債権 48　〃 ―　〃
 

 

(中間連結損益計算書関係)

※1　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

　　至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

　　至　2024年９月30日）

役員報酬及び給与手当賞与 1,441百万円 1,493百万円

減価償却費 53　〃 65　〃

退職給付費用 53 〃 55 〃
 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※1　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日）

現金及び預金勘定 39,956百万円 45,418百万円

預け金（流動資産「その他」） 39　〃 140　〃

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△1,204　〃 △1,197　〃

現金及び現金同等物 38,791百万円 44,361百万円
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(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月13日
定時株主総会

普通株式 836 45.50 2023年３月31日 2023年６月14日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月10日
取締役会

普通株式 733 40.00 2023年９月30日 2023年12月11日 利益剰余金
 

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月19日
定時株主総会

普通株式 1,116 61.00 2024年３月31日 2024年６月20日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月12日
取締役会

普通株式 1,005 55.00 2024年９月30日 2024年12月16日 利益剰余金
 

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

　（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注1）

合計
調整額
（注2）

中間連結損益
計算書計上額

（注3）
コンクリー
ト二次製品

関連
情報関連 計

売上高        

 一時点で移転される
 財又はサービス

4,162 3,220 7,382 3,114 10,496 ― 10,496

 一定の期間にわたり
 移転される財又はサ
 ービス

29,351 488 29,840 ― 29,840 ― 29,840

 顧客との契約から生
 じる収益

33,513 3,709 37,222 3,114 40,336 ― 40,336

 その他の収益 ― ― ― 160 160 ― 160

 外部顧客への売上高 33,513 3,709 37,222 3,274 40,496 ― 40,496

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

　　　　　計 33,513 3,709 37,222 3,274 40,496 ― 40,496

セグメント利益 4,942 311 5,253 763 6,017 △350 5,667
 

（注）1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境衛生部門、ホテル部門、不動
産賃貸収入部門及び太陽光発電収入部門が含まれております。

 
 2.セグメント利益の調整額△350百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用
は、各報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 
 3.セグメント利益の調整後の金額は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注1）

合計
調整額
（注2）

中間連結損益
計算書計上額

（注3）
コンクリー
ト二次製品

関連
情報関連 計

売上高        

 一時点で移転される
 財又はサービス

4,000 3,271 7,272 4,200 11,472 ― 11,472

 一定の期間にわたり
 移転される財又はサ
 ービス

29,849 570 30,420 ― 30,420 ― 30,420

 顧客との契約から生
 じる収益

33,850 3,842 37,692 4,200 41,893 ― 41,893

 その他の収益 ― ― ― 147 147 ― 147

 外部顧客への売上高 33,850 3,842 37,692 4,347 42,040 ― 42,040

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

　　　　　計 33,850 3,842 37,692 4,347 42,040 ― 42,040

セグメント利益 5,313 453 5,767 1,333 7,100 △405 6,695
 

（注）1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境衛生部門、ホテル部門、不動
産賃貸収入部門及び太陽光発電収入部門が含まれております。

 
 2.セグメント利益の調整額△405百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用
は、各報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 
 3.セグメント利益の調整後の金額は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 
(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

　　１株当たり中間純利益 245円68銭 271円89銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する中間純利益(百万円) 4,511 4,971

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
　　中間純利益(百万円)

4,511 4,971

    普通株式の期中平均株式数(株) 18,363,494 18,283,449
 

(注)潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

 

２ 【その他】

第92期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）中間配当について、2024年11月12日開催の取締役会におい

て、2024年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。

　　　①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　 　　　 1,005百万円

　　　②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　 　 　　　   55円00銭

　　　③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　2024年12月16日

 

EDINET提出書類

三谷セキサン株式会社(E01169)

半期報告書

21/24



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2024年11月14日

三谷セキサン株式会社

取締役会  御中

 

太陽有限責任監査法人
 

 

北陸事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 桐　　川　　聡  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 南　　波　　洋　　行  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三谷セキサン株

式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算

書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、三谷セキサン株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以  上

 
 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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